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トリプル高は米国経済復活の予兆か 

 

 

 

 
 

誤解されるトランプ政権～孤立・保護・差別主義ではない 

トランプ政権の戦略目標は単純明快で分かりやすい。①強いアメリカ、②安全な世界、③強

い国内雇用、④それらを阻んでいる不公正（a.他国の過小な軍事負担と米国の不適切な対外

関与、b.米国に不利な通商産業政策・為替政策、c.不適切な移民・難民政策）の是正、であ

る。 

 

それなのに、トランプ氏は人々の不満に訴える選挙戦術として、④の不公正の是正を特に強

調した。またトランプ氏を快く思わないメディアも①、②、③を全く看過し、④のみをトラ

ンプ氏の過激発言と絡めて報道した。そのために、トランプ政権の事実とは異なるイメージ

が定着している。つまり a の従来の国際軍事戦略に対する不満が孤立主義と受け取られ、b

の通商産業政策の不満が保護主義と受け取られ、cの難民・移民政策に対する不満が人種・

人権差別主義ととらえられている。 

 

しかし、①強いアメリカ、②安全な世界、③強い国内雇用を実現するためには、孤立主義や

保護主義が全く逆効果であることは論を待たない。また世界で最も民主的な米国において、

過激な差別主義が定着するとは思われない。トランプ政権の政策の成長進化、メディアの曲

解是正により、トランプ政権の 3つの負のイメージ（孤立主義・保護主義・差別主義）は急

速に是正されていくはずである。 

 

確認された対外関与の強化 

2 月 10～11 日の日米首脳会談において、トランプ大統領は日米同盟の意義を強調し、米国

が対外関与を薄めるという孤立主義的誤解を大きく解消した。トランプ政権の軍事力増強計

画、力による平和戦略（Peace through Strength）はむしろ対外関与を強化するものである。

また、多国間ではなく 2国間の通商交渉により、米国に不利な不公正さを是正するというト

ランプ政権の政策も、保護主義と言うべきではあるまい。安倍首相が日米首脳共同記者会見

でいみじくも「国有企業による国家資本を背景とした経済介入はあってはならず、知的財産

のただ乗りは許されない」と指摘したように、中国に極端にみられる不公正通商慣行の是正

は保護主義とは真逆のモノである。 

 

トランプ政権の米帝国再構築の野望 

そろそろ「弱体化する米国経済の下で不満が高まりポピュリスト政権が誕生した」というス

テレオタイプ化した考え方を改めるべきではないか。トランプ政権の神髄は「弱いアメリカ

➡守り・保護・孤立」ではなく、「覇権国アメリカを強化する」という攻撃性にある。彼が横

暴に見えるのはその攻撃性があからさまであるからであろう。「オバマ政権の 8 年の間に、

世界はより危険になり、米国の経済軍事的プレゼンスは大きく低下した。そのしわ寄せが米

国国内雇用にも及んでいるとすれば、その枠組みを力づくで変えなければならない」という

トランプ政権の目指すところはアメリカ帝国の再構築という表現が最もふさわしいのでは

ないか。現代の帝国とは第二次大戦前の植民地支配を意味するのではなく、国境の外に強い

影響力を確保することで国益を追求する明示的な国家戦略と定義されるが、そうした狙いを

潜在的に持っているのは、米国と中国だけである。帝国は国境内の中枢地域と国境外の辺境・

周辺地域に分かれ、両者の間に明白な優劣がある。価値観・経済力・軍事力で優位にある中

枢が、辺境・周辺に対して一方的影響力を持つことが正当であるという論理である。トラン

プ氏が大統領就任演説において価値観も世界戦略も語らなかったからと言って、彼に戦略性 
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がないと決めつけるのは正しくはない。トランプ氏は明確に米国の優越性を認識し、それを維持・強化しようとし

ている。それはオバマ政権が理想とした米国が世界の警察官から降り、各国の協調で営まれる世界共和国的概念

（global commonwealth）とは大きく異なる。 

 

再度、アメリカ帝国主義 Pax Americana の時代に、ドル高が国益に 

そこで問われるのはトランプ氏の帝国主義的野望は正当か、実現できるのかだが、正当であり、実現可能と考えら

れるのではないか。無政府化しテロリストが割拠する中東、中国・北朝鮮の軍事的膨張、国家資本主義により歪め

られ世界通商基盤などを見れば、世界の民主主義を保証する警察官国、アメリカ帝国の必要性は世界中から求めら

れている。またアメリカ帝国主義を実現する経済基盤がかつてなくしっかりしていることは、かねてレポートして

いる通りである。米国の産業競争力は、情報インターネットインフラで圧倒的競争力を持ったことにより、かつて

なく強い。企業収益（企業における価値創造）は空前であり、世界の警察官たる装備を十分に整える財政的基盤が

ある。トランプ政権の保護主義的に見える二国間交渉による通商秩序の構築はただでさえ強い米国の産業基盤をさ

らに強くするという、攻撃性、帝国主義の衝動と考えるべきであろう。言うまでもなく、トランプ氏のアメリカ帝

国主義の野望には、強いドルが整合的かつ不可欠であり、トランプ政権は保護主義だからドル安を望んでいるとい

う見解は、いずれ是正を余儀なくされるだろう。 

 

日本に吹く歴史的順風 

さて今回の日米首脳会談において、アメリカ帝国再構築に乗り出したトランプ政権と日本の安倍政権は、信じがた

い蜜月関係を持つことになった。近代日本の長期繁栄は地政学によって規定されてきた。明治から大正期の日本資

本主義勃興期（日英同盟）、1920年代後半以降の停滞から破局期、1950年から 1990年の戦後の奇跡の復活成長期

（日米同盟）、1990 年以降の長期停滞期、はいずれも地政学、世界のスーパーパワーとの位置関係が日本の運命を

決めてきた。今後、米中対立が明確となりトランプ政権の中国封じ込め政策が現実となった場合、日米同盟は米国

にとって最も重要な二国関係になっていくだろう。トランプ新政権の下でアメリカ帝国主義という色彩が強まる中

で、日本には歴史的追い風が吹きつつある、と考えられよう。 
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